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旧
江
戸
川
護
岸

　12 月定例会では、26 人の議員が一般質問を行いました。

質問の持ち時間は答弁を含めて１人 60 分です。

　ここでは紙面の都合上、１人１項目を選び質問・答弁を

要約し、ジャンルごとにまとめて掲載しました。

＜会派の略称＞

　無所属・市民＝無所属の会・市民ネット

石
原
よ
し
の
り
議
員
（
民
主
・
連
合
・
社
民
）

　

本
市
で
は
、
平
成
16
年
度
か

ら
、
年
齢
・
学
歴
制
限
を
撤
廃

し
た
職
員
の
定
期
採
用
を
行
っ

て
い
る
。
制
度
の
導
入
か
ら
10

年
が
経
つ
が
、
社
会
人
経
験
を

持
つ
採
用
職
員
は
期
待
通
り
の

働
き
を
し
て
い
る
か
。
ま
た
、

新
卒
で
の
採
用
職
員
と
比
べ
、

処
遇
面
で
の
差
は
あ
る
の
か
。

答　

本
制
度
の
ね
ら
い
は
優
秀

年
齢
学
歴
撤
廃
職
員 

働
き
は
期
待
通
り
か

優
秀
人
材
確
保
と
職
場
活
性
化
で
好
成
果

職員の採用

な
人
材
の
確
保
と
職
場
の
活
性

化
で
あ
る
が
、
有
資
格
者
や
専

門
技
術
者
等
の
採
用
、
民
間
経

験
を
活
か
し
た
職
場
の
業
務
改

善
等
、
概
ね
よ
い
成
果
が
出
て

い
る
。
処
遇
面
で
は
、
採
用
時

に
お
け
る
経
験
年
数
の
換
算
率

８
割
の
差
が
定
年
ま
で
続
い
て

し
ま
う
が
、
検
討
中
の
新
人
事

給
与
制
度
で
、
あ
る
程
度
は
解

決
で
き
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。

石
崎
ひ
で
ゆ
き
議
員
（
み
ん
な
の
党
）

　

本
市
に
は
、
勤
続
20
年
、
30

年
の
節
目
に
特
別
昇
給
す
る
、

通
称
「
20
特
」「
30
特
」
と
呼
ば

れ
る
制
度
が
あ
る
。
公
務
員
の

給
与
制
度
改
革
の
中
で
、
国
は

特
別
昇
給
制
度
を
廃
止
し
た
が
、

本
市
で
は
類
似
の
制
度
が
残
っ

て
い
る
。
公
務
員
の
給
与
は
職

務
と
能
力
に
よ
っ
て
定
め
る
と

い
う
原
則
に
照
ら
し
、
こ
の
制

「
20 
特
」「
30 
特
」
は
廃
止
す
べ
き

平
成
26 
年
１
月
よ
り
廃
止
す
る

給与制度改革

度
を
廃
止
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

答　

平
成
18
年
の
国
の
給
与
構

造
改
革
に
合
わ
せ
、
本
市
で
も

特
別
昇
給
に
替
え
て
Ａ
Ｂ
評
価

制
度
を
創
設
し
た
が
、
制
度
が

不
完
全
で
あ
っ
た
た
め「
20
特
」

「
30
特
」
を
継
続
し
て
き
た
。

人
事
給
与
改
革
の
検
討
の
中
で

Ａ
Ｂ
評
価
の
準
備
も
調
っ
た
こ

と
か
ら
、「
20
特
」「
30
特
」
は

26
年
１
月
よ
り
廃
止
す
る
。

松
永
修
巳
議
員
（
緑
風
会
）

　

平
成
25
年
10
月
の
台
風
26
号

に
よ
る
大
雨
と
強
風
は
、
本
市

に
も
甚
大
な
被
害
を
も
た
ら
し

た
。
市
の
現
地
水
防
班
は
市
内

６
か
所
に
配
備
さ
れ
対
応
に
当

た
っ
た
が
、
当
該
地
域
に
住
ん

で
い
な
い
職
員
を
配
置
し
て
い

る
と
見
受
け
ら
れ
る
。
地
域
に

居
住
す
る
職
員
を
配
置
す
れ
ば
、

よ
り
迅
速
な
対
応
が
可
能
と
考

地
域
居
住
職
員
を
配
置
す
べ
き
で
は

短
期
対
応
に
は
既
存
の
指
揮
系
統
を
活
用

現地水防班と台風対応

え
る
が
、市
の
見
解
は
ど
う
か
。

答　

台
風
に
よ
る
災
害
対
応
は

短
期
間
と
な
る
た
め
、
地
域
に

居
住
す
る
職
員
に
限
定
せ
ず
、

既
存
の
部
課
ご
と
の
指
揮
系
統

を
活
用
す
る
こ
と
が
効
果
的
と

考
え
て
い
る
。
今
後
、
出
水
期

前
に
実
施
し
て
い
る
パ
ト
ロ
ー

ル
を
こ
れ
ま
で
以
上
に
し
っ
か

り
実
施
し
、
担
当
地
域
の
危
険

箇
所
等
の
確
認
に
努
め
た
い
。

谷
藤
利
子
議
員
（
日
本
共
産
党
）

　

旧
江
戸
川
護
岸
は
老
朽
化
で

亀
裂
や
破
損
も
多
く
、
台
風
等

で
崩
落
し
て
大
災
害
が
発
生
す

る
こ
と
を
市
民
は
心
配
し
て
い

る
。
現
在
、
市
川
市
区
間
の
延

長
４
・
３
km
の
う
ち
３
・
７
km

が
未
改
修
と
な
っ
て
い
る
が
、

市
は
安
全
対
策
の
た
め
、
事
業

主
体
で
あ
る
県
に
対
し
、
早
期

改
修
を
働
き
か
け
る
べ
き
と
考

未
改
修
箇
所
の
早
期
改
修
図
る
べ
き

早
期
改
修
を
県
に
強
く
働
き
か
け
る

旧江戸川護岸

え
る
。
市
の
認
識
は
ど
う
か
。

答　

市
は
県
に
対
し
、
平
成
25

年
11
月
に
早
期
改
修
を
求
め
る

要
望
書
と
地
元
自
治
会
の
陳
情

書
を
提
出
し
て
い
る
。
こ
れ
に

対
し
県
は
27
、
28
年
度
を
目
処

に
順
次
下
流
か
ら
整
備
を
考
え

て
い
る
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
が
、

具
体
的
な
整
備
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

が
明
確
に
示
さ
れ
る
よ
う
、
県

に
強
く
働
き
か
け
て
い
き
た
い
。

宮
本　

均
議
員
（
公
明
党
）

　

市
は
庁
舎
の
建
て
替
え
を
計

画
し
て
お
り
、
建
て
替
え
後
の

庁
舎
の
維
持
管
理
費
は
老
朽
化

し
た
現
庁
舎
と
比
べ
、
節
減
が

期
待
で
き
る
。
そ
こ
で
、
節
減

さ
れ
る
お
金
で
新
た
な
基
金
を

創
設
し
、
今
後
実
施
す
る
施
設

の
建
て
替
え
や
大
規
模
修
繕
に

備
え
る
べ
き
と
考
え
る
が
、
市

の
認
識
は
ど
う
か
。

新
庁
舎
の
経
費
節
減
で
新
基
金
の
創
設
を

有
効
な
対
策
の
一
つ
と
認
識

公共施設整備

答　

市
は
老
朽
化
の
著
し
い
施

設
を
多
数
保
有
し
て
お
り
、
同

時
期
に
建
て
替
え
や
大
規
模
修

繕
が
必
要
と
な
る
こ
と
が
考
え

ら
れ
る
。
将
来
的
に
税
収
減
が

予
想
さ
れ
る
中
、
新
た
な
基
金

の
創
設
は
有
効
な
手
段
の
一
つ

と
認
識
し
て
お
り
、
財
政
部
門

と
協
議
・
調
整
を
図
り
、
施
設

の
保
全
計
画
策
定
と
併
せ
て
検

討
す
べ
き
も
の
と
考
え
て
い
る
。

金
子
貞
作
議
員
（
日
本
共
産
党
）

　

消
費
税
増
税
、
社
会
保
障
制

度
の
改
悪
で
市
民
の
負
担
は
増

え
る
。
行
政
の
役
割
は
市
民
の

暮
ら
し
と
福
祉
の
向
上
で
あ
り
、

地
域
循
環
型
の
経
済
に
す
る
こ

と
が
、
市
の
歳
入
増
に
も
つ
な

が
る
と
考
え
る
。
平
成
26
年
度

の
予
算
編
成
に
当
た
り
、
市
長

の
公
約
を
反
映
し
歳
入
増
を
図

る
取
り
組
み
の
考
え
方
を
問
う
。

公
約
反
映
し
歳
入
増
図
る
取
り
組
み
は

景
気
刺
激
策
等
や
人
口
増
加
を
図
る

平成26年度予算編成

答　

26
年
度
の
予
算
編
成
に
お

い
て
は
、
経
常
収
支
比
率
の
改

善
に
向
け
、
真
に
必
要
な
経
費

の
み
認
め
る
こ
と
を
基
本
と
し

て
い
る
。
ま
た
、
税
収
増
の
施

策
と
し
て
は
、
住
宅
リ
フ
ォ
ー

ム
等
の
助
成
制
度
を
通
じ
た
景

気
刺
激
策
や
、
女
性
の
社
会
進

出
を
支
援
す
る
施
策
、
ま
ち
の

魅
力
向
上
に
よ
り
人
口
の
増
加

を
図
る
施
策
を
講
じ
て
い
く
。

髙
坂　

進
議
員
（
日
本
共
産
党
）

　

市
政
戦
略
会
議
の
答
申
を
受

け
、
市
は
施
設
の
使
用
料
等
の

大
幅
な
値
上
げ
を
考
え
て
い
る
。

し
か
し
、
市
民
は
値
上
げ
に
つ

い
て
ほ
と
ん
ど
知
ら
さ
れ
て
お

ら
ず
、
意
見
を
聴
く
こ
と
も
さ

れ
て
い
な
い
。
今
後
の
条
例
改

正
に
市
民
意
見
を
ど
の
よ
う
に

反
映
さ
せ
て
い
く
の
か
。

答　

現
在
、
ｅ

-

モ
ニ
タ
ー
制

負
担
割
合
検
証
し
広
報
や
説
明
会
で
周
知

公共施設の使用料

度
を
活
用
し
実
施
し
た
調
査
結

果
か
ら
、
使
用
料
に
関
す
る
費

用
負
担
の
考
え
方
等
の
検
証
を

行
っ
て
い
る
。
今
後
、
使
用
料

の
現
状
等
に
つ
い
て
情
報
発
信

す
る
と
共
に
、
市
内
利
用
者
を

対
象
と
し
た
説
明
会
の
実
施
を

予
定
し
て
い
る
。
市
民
の
意
見

を
広
く
聴
き
、
適
正
な
負
担
割

合
と
現
実
的
な
料
金
を
検
討
し

つ
つ
改
定
作
業
を
進
め
て
い
く
。

宮
田
か
つ
み
議
員
（
自
由
民
主
党
）

　

少
子
高
齢
化
の
進
行
に
伴
い
、

人
口
減
少
や
人
口
構
成
の
変
化

が
危
惧
さ
れ
て
い
る
。
生
産
年

齢
人
口
の
減
少
に
よ
る
税
収
減

や
社
会
保
障
費
の
増
大
等
、
今

後
の
行
政
運
営
は
難
し
く
な
る

と
思
う
が
、
本
市
で
は
ど
の
よ

う
な
対
策
を
考
え
て
い
る
の
か
。

答　

人
口
減
少
に
よ
る
歳
入
減

に
連
動
し
て
歳
出
を
減
少
さ
せ

税
収
減
や
社
会
保
障
費
増
に
ど
う
対
応

行
財
政
改
革
や
人
口
確
保
策
進
め
る

人口減少社会

る
こ
と
は
困
難
で
あ
り
、
各
分

野
で
の
適
切
な
対
応
が
必
要
で

あ
る
。
こ
の
た
め
、
行
財
政
改

革
、
フ
ァ
シ
リ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
等
と
各
分
野
の
施
策
を
総

合
的
に
推
進
し
て
い
く
。ま
た
、

年
齢
構
成
の
変
化
や
、
急
激
な

人
口
減
少
を
防
ぐ
た
め
、
子
育

て
環
境
の
充
実
、
定
住
・
交
流

人
口
の
確
保
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
の
活
性
化
に
取
り
組
む
。

条
例
改
正
に
市
民
の
意
見
ど
う
反
映
す
る

行 財 政

防 災 職 員


